


































て，その後の立法動向，すなわち 2019 年 6 月 22 日に成立し同月 27 日に公
布されたА世話人および後見人の報酬の調整に関する法律Бによる世話法の
改正(1)（以下では 2019 年改正と呼ぶ）を紹介するものである。同法は，2019











判所が報酬を認めることができる（後見人に関するドイツ民法 1836 条を 1908i 条
が世話人に準用している）。そして報酬が認められる場合，被世話人がそれを











(3) 以下の記述は，比較法研究 81 号掲載の比較法学会シンポジウムにおける報告
から抜粋したものである。








































AndG) vom 25. Juni 1998, BGBl. I,
S.1580.
(6) Zweites Gesetz zur
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AndG vom 21. April 2005, BGBl. I, S.
1073.
(7) 原語ではDer... Zeitaufwand ist... mit X Stunden im Monat anzusetzen.



































546 51 無償世話人の包括的費用償還（民法 1835a 条）
546 52 民法 1835 条による費用償還












をみると，2002 年の 0.21 パーセントから，2017 年の 0.36 パーセントまで，
年々増えている。ただし，その伸び方は次第に鈍っていることがわかる。
2002 年から 2006 年の間に世話人報酬額の占める割合は 0.29％÷0.21％＝
1.38 倍になったが，2006 年から 2010 年の間は 0.34％÷0.29％＝1.17 倍，
2010 年から 2014 年の間では 0.35％÷0.34％＝1.03 倍の伸びにとどまって
いる。
表 1　NRW州世話人報酬額の推移
2002 年 2006 年 2010 年 2014 年 2017 年
A. 州全体決算額 47,878.4M⑸ 47,827.3M⑸ 53,905.3M⑸ 62,345.7M⑸ 73,038.0M⑸
B. 世話人報酬当
初予算額
98.3M⑸ 129.2M⑸ 188.3M⑸ 232.9M⑸ 312.7M⑸





















け世話人に支払われる報酬額の基準）が 2005 年改正以降 14 年間にわたって変
更がないことを見逃してはならない。2005 年を 100 とした消費者物価指数
は 2017 年には 118.3 になり，同じ期間に平均賃金は 1.123 倍になってい
る(10)。この間，2013 年 7 月 1 日から世話人の報酬については売上税納付が
免除されることとなり（売上税法Umsatzsteuergesetzes 4 条 16 号 k），自営業者





pi.htm [Prices ┡ Inflation (CPI) ┡ OECD Data]，平均賃金は https://data.o
ecd.org/earnwage/average┡wages.htm [Earnings and wages ┡ Average
wages ┡ OECD Data]）による。比較のために同じデータによる日本の状況を










に，2005 年改正以来 14 年ぶりとなる報酬の増額，そして報酬体系の変更を

















ur Europa Eine neue Dynamik f
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　まず，世話開始からの期間は，旧法ではА3 か月目までБА4 か月目から 6
か月目までБА7 か月目から 12 か月目までБА13 か月目以降Бの 4段階であ


























ら 13 ヶ月目以降，被世話人は無資力，ハイムに居住）では，固定時間給 27 ユー
ロと投入時間 2時間／月を掛け算して，月の報酬額は 54 ユーロとなる。新
法では，同じ条件の場合，報酬表AのうちA4.1.1 が適用され，月額の報
酬は 87 ユーロと定められている（旧法から 61.1％の増額）。なお新法におい




固定時間給 44 ユーロと投入時間 8.5 時間／月の積である 374 ユーロが報酬
月額となる。新法で，同じ条件の場合，報酬表Cのうち C1.2.2 が適用さ























































































nach dem Betreuungsgesetz 1992 bis 2017] による）。
これに対して日本の司法統計においては，А後見開始の審判及びその取消しБ
との項目が立てられており，取消件数の集計を独自にとっていない。司法統計
年報家事編平成 28 年第 3表による同項目の年間の認容件数（既決）が 26,077
件であるのに対して，最高裁判所事務総局家庭局А成年後見関係事件の概況Ё













る。大雑把な計算であるが，ドイツ連邦全体の人口（2018 年末現在で 8301 万
9200 人）に対するNRW州の人口（同 1793 万 2700 人)(20)の比率（21.6％）を掛
け算することでNRW州の増額分を推計すると，年 3385 万ユーロとなる。












[Statistisches Bundesamt ┡ Presse ┡ Bev
ψ
olkerung in Deutschland: 83, 0 Mil-
lionen zum Jahresende 2018]）による。
(21) ドイツの連邦参議院は，州政府に任命された州政府構成員が議員となり（ドイ
ツ基本法 51 条 1 項 1 文），連邦の立法や行政と州の利益とを調整する役割を果
たす（同 50 条）。





















　本研究は JSPS 科研費 JP18H03611 の助成を受けたものである。
(23) Ebenda, S. 1┡2.
(24) BT┡Drucksache 19/9765 S.5
(25) 基本法 104a 条 4 項により，州の財政負担が定められている一定の法律につい
ては，連邦参議院の同意（基本法 78 条も参照）が必要とされている。
┢ 参照したWeb サイトはいずれも 2019 年 6 月 30 日現在アクセスできることを確認
している。
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